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給 与 制 度 の 見 直 し に 係 る 提 案 に つ い て  

こ の こ と に つ い て ，別 紙 の と お り 提 案 い た し ま す の で ，貴 職 の

ご 理 解 と ご 協 力 を お 願 い い た し ま す 。な お ，本 提 案 に 伴 い ，昨 年

１ ０ 月 １ ２ 日 付 け 提 案 し た 人 事・給 与 制 度 の 見 直 し の う ち ，現 在

継 続 協 議 中 で あ る「 １  令 和 ３ 年 人 事 院 勧 告（ 令 和 ３ 年 ８ 月 １ ０

日 勧 告 ）に 基 づ く 給 与 制 度 の 見 直 し 」に つ い て は ，提 案 を 取 り 下

げ る こ と と い た し ま す 。  

 



【 別 紙 】 

 

人事・給与制度の見直しについて 

 

１ 令和３年人事院勧告（令和３年８月１０日勧告）に基づく給与制度の見直し 

 …令和４年第１回定例会提案予定 

 

提 案 内 容 
実施予定 

時期 

改正を 

要する例規 

(1) 常勤職員の給与改定 

・期末手当の支給月数引下げ 

６月および 12 月の期末手当の支給月数をそれぞれ

0.075月分（再任用職員は 0.05月分）引下げ 

※期末・勤勉手当：年 4.45月分→4.3月分 

（再任用職員は年 2.35月分→2.25月分） 

 

・令和３年人事院勧告に基づく同年 12 月期末手当の引

下げ相当額は，令和４年６月に支給する期末手当の額

から減額する。（再任用職員含む。） 

 

令和４年 

６月１日 

一般職の職員の給

与に関する条例 

 

(2) 会計年度任用職員の給与改定 

・常勤職員の改定に準じ，期末手当の支給月数引下げ 

６月および 12 月の期末手当の支給月数をそれぞれ

0.075月分引下げ 

※期末手当：年２．５５月分→年２．４月分 

 

令和４年 

６月１日 

函館市会計年度任

用職員の給与及お

よび費用弁償に関

する条例 
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 １ 令和３年人事院勧告（令和３年８月１０日勧告）に基づく給与制度の見直し 

 

（１） 常勤職員の給与改定等 

ア 期末手当の支給月数引下げ 

(ｱ) ６月および 12 月の期末手当の支給月数を，それぞれ△0.075 月分（再任用職員

は△0.05 月分）とする。 

[再任用職員以外の職員]                   ※( )は特定管理職員 

 6月期末 6月勤勉 12月期末 12月勤勉 年間計 増減 

令和３年度 改定前 
1.275 

(1.075) 

0.95 

(1.15) 

1.275 

(1.075) 

0.95 

(1.15) 
4.45 

年△0.15 

令和４年度 改定後 
1.20 

(1.00) 

0.95 

(1.15) 

1.20 

(1.00) 

0.95 

(1.15) 
4.3 

[再任用職員] 

 6月期末 6月勤勉 12月期末 12月勤勉 年間計 増減 

令和３年度 改定前 0.725 0.45 0.725 0.45 2.35 

年△0.1 

令和４年度 改定後 0.675 0.45 0.675 0.45 2.25 

 

(ｲ) 令和３年 12 月期末手当として支給された額の 0.15 月分（再任用職員は 0.1 月

分）に相当する額（以下「調整額」という。）を，令和４年６月に支給される期末

手当の額から減ずる。なお，調整額が令和４年６月の期末手当の額を上回る場合

は，期末手当は支給しない。 

※ 令和３年 12 月の期末手当が支給されなかったものおよび令和４年６月の期

末手当が支給されないものは減額措置の対象外。（新規採用職員および令和３

年度退職者は対象外となる。） 

[調整額] 

令和３年 12 月に支給された期末手当の額に，同月１日における職員の区分に

応じ，以下の割合を乗じることにより算出する。 

a 再任用職員以外の職員 

・特定管理職員以外の職員 ･･･････････････････････ 15/127.5 

・特定管理職員 ･････････････････････････････････ 15/107.5 

b 再任用職員 ･･･････････････････････････････････ 10/72.5 

イ 実施時期 

令和４年６月１日 

（２） 会計年度任用職員の給与改定  

ア 期末手当の支給月数引下げ 

年間支給月数 を２．５５月→２．４月（６・１２月期 各１．２月） 

イ 実施時期 

令和４年６月１日 


